
障害児療育地域支援体制整備事業

（児童デイサービス事業所（Ⅱ型）相談等体制整備）

実績報告書【様式・記載例】

【神奈川県障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金交付要綱に基づく書類】

①　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実績報告書

［第４号様式（第８条関係）］

②　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書

［別紙１（第４号様式関係）］

③　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算書

［別紙２（第４号様式関係）］

④　歳入歳出（収入支出）決算書（見込）抄本

このほかに、領収書（写）（物品購入等した場合）等の添付が必要となります。

問い合わせ先　　　　　　　　　　　　
障害サービス課事業支援グループ　　
千葉　　電話 045-210-4717　　
　　　　ＦＡＸ 045-201-2051　　
第４号様式（第8条関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

市町村の長又は団体の代表者　　　印

平成23年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実績報告書

平成　　年　　月 　日付けで交付決定を受けた障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金に係る補助事業の実績を、次のとおり報告します。

　１　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書（別紙１）

　２　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算書（別紙２）

　３　歳入歳出（収入支出）決算書（見込）抄本
別紙１（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書
（補助事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	補助事業名
	障害児療育地域支援体制整備事業

（児童デイサービス事業所（Ⅱ型）における相談等体制整備）

	具体的な
事業実施結果
	

	事業の着手日
	平成　　年　　月　　日

	事業の完了日
	平成　　年　　月　　日


（注1） 事業計画書は、実施する事業ごとに別葉に作成すること。

（注2） 補助事業名については、別表（第２条関係）に定める事業名のとおりに記入すること。

別紙２（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）
障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算書
	補助事業名
	対象経費

実支出額

Ａ
	寄付金その

他の収入額

Ｂ
	差引額

（Ａ－Ｂ）

Ｃ
	補助基準額

Ｄ

	障害児療育地域支援体制整備事業（児童デイサービス事業所（Ⅱ型）における相談等体制整備）
	
	
	
	

	

	補助基本額

(ＣとＤのいずれ
か少ない額)

Ｅ
	補助所要額

Ｆ
	既交付
決定額

Ｇ
	既受入済額

Ｈ
	精算所要額

（Ｆ－Ｈ）

Ｉ
	備考

	
	
	
	
	
	


参考様式

平成23年度歳入歳出（収入支出）決算書（見込）抄本

障害児療育地域支援体制整備事業

（児童デイサービス事業所（Ⅱ型）における相談等体制整備）
事業所名
［　　　　　　　　　　　　　　］
　　　収入　　県補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　自己負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　支出　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

第４号様式（第8条関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

年　　月　　日

　　神奈川県知事　殿

○○法人△△会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　□□　□□　　印

平成23年度障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実績報告書

平成　　年　　月 　日付けで交付決定を受けた障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金に係る補助事業の実績を、次のとおり報告します。

　１　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書（別紙１）

　２　障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算書（別紙２）

　３　歳入歳出（収入支出）決算書（見込）抄本
別紙１（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）


障害者自立支援対策臨時特例交付金事業実施結果報告書

（補助事業者名：　○○法人△△会　　　　　　　　　　）
	補助事業名
	障害児療育地域支援体制整備事業

（児童デイサービス事業所（Ⅱ型）における相談等体制整備）

	具体的な
事業実施結果
	○障害児を育てる保護者が、地域で安心して子育てをするための相談スペース確保のための環境整備
相談室改修費　　４７７，９００円

キャビネット　　　４８，２００円
机（２台）　　　　４９，２５０円
椅子（４台）　　　３０，８４５円
○障害児を育てた子育ての先輩による保護者を対象とした障害児療育相談会を開催した。（４回）

会場使用料　　　　３５，０００円×４＝１４０，０００円

講師謝礼代　　　　２０，０００円×８＝１６０，０００円

資料印刷代

（100冊）　　　　１５２，５００円




	事業の着手日
	　平成　　年　　月　　日

	事業の完了日
	　平成　　年　　月　　日


（注1） 事業計画書は、実施する事業ごとに別葉に作成すること。

（注2） 補助事業名については、別表（第２条関係）に定める事業名のとおりに記入すること。



別紙２（第４号様式関係）（用紙　日本工業規格　Ａ４縦長型）

障害者自立支援対策臨時特例交付金事業費補助金精算書
	補助事業名
	対象経費

実支出額

Ａ
	寄付金その

他の収入額

Ｂ
	差引額

（Ａ－Ｂ）

Ｃ
	補助基準額

Ｄ

	障害児療育地域支援体制整備事業（児童デイサービス事業所（Ⅱ型）における相談等体制整備）
	１,058,695円
	0円
	1,058,695円
	1,000,000円

	

	補助基本額

(ＣとＤのいずれ
か少ない額)

Ｅ
	補助所要額

Ｆ
	既交付
決定額

Ｇ
	既受入済額

Ｈ
	精算所要額

（Ｆ－Ｈ）

Ｉ
	備考

	1,000,000円
	1,000,000円

	1,000,000円

	1,000,000円

	0円

	




平成23年度歳入歳出（収入支出）決算書（見込）抄本

障害児療育地域支援体制整備事業
（児童デイサービス事業所（Ⅱ型）における相談等体制整備）
事業所名
［　○○園　　　　　　　　　　］
　　　収入　　県補助金　　　　　　　　　１，０００，０００　円

　　　　　　　自己負担金　　　　　　　　　　　５８，６９５　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　１，０５８，６９５　円

　　　支出　　児童デイサービス事業所（Ⅱ型）相談等体制整備経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０５８，６９５　円

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　１，０５８，６９５　円


平成　年　月　日

上記のとおり原本に相違ないことを証明します。

　　　　　　　　　　

○○法人△△会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　□□　□□　　印

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　







事業所に支払われている金額です。


（交付決定額（Ｇ）と同額です）





購入物品の写真や研修会や相談会を実施した場合は実施内容がわかるもの（開催案内や作成した資料の写し、写真等）を添付してください。





記載例





原本証明が必要です。


法人名・代表者名を記載し、押印してください。





領収書や受領書等の写しを添付してください。





補助基本額（Ｅ）のうち、事業に充当した額です。





交付決定した金額です。





実際にかかった経費です。


領収書等の金額と一致します。





記載例





事業内容を記載してください。





・着手日は「交付決定通知」の日より後の日付になります。


・完了日は２４年３月３１日より前の日になる必要があります。





法人名を記載してください。





記載例





交付決定通知日を記入して下さい。





法人名・代表者名を記載し、押印してください。








